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　2016年（平成28年）のじん肺健診断適用事業場数

は4.6万、粉塵作業従事労働者55.5万人、有所見者・

率は1,808人（0.7%）、新規有所見者227人であった。

36年前の1980年の適用事業場数は3.4万、粉塵作業

従事労働者数は57.2万人でありほとんど違いがみられ

ないが、有所見者数・率は4.2万人（16.3%）、新規有所

見者数は6,842人であり、輿重治氏の作成した下図の

ように1978年改正じん肺法施行後一時上昇したもの

の、急減に有所見者数・率、新規有所見者数の減少が

見られる。業務上疾病統計でもじん肺症およびじん肺

合併症の件数は1980年には２千人を超えていたが、

1991年に1,103人、2016年には210人に減少し、業務

上疾病の第2位から第５位に下降した。

　その背景には、石炭鉱業、窯業、鋳物業等じん肺発

生の多い業種から金属製造業特にアーク溶接作業等

に就業構造が変化すると共に労働衛生管理の改善があ

ると思われる。作業環境測定結果で、第２管理区分か第

３管理区分の割合は1995年17.6%であったが、2016年

には11.6％に減少している。粉じんばく露作業環境の改

善や防じんマスク着用など作業管理は有所見者の減少

に寄与していると思われる。その背景には1960年じん肺

法施行、1975年作業環境測定法施行、1979年粉じん

障害防止規則施行がある。

じん肺有所見者の推移
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